
都市農地の貸借の円滑化に関する法律案の概要 

計画どおりに耕作の
事業を行っていない
場合等は、勧告・認
定取消し 

農 業 
委 員 会 

など 

☑ 都市農業の機能の発揮に特に資する基準に適合する方法 
  により都市農地において耕作を行うか 

☑ 農地の全てを効率的に利用するか 

事業計画を 
作成・提出 

提出 
市町村 

認定基準 

例 ☞生産物の一定割合を地元直売所等で販売 

☞都市住民が農作業体験を通じて農作業に親しむ取組 

具体的なスキーム 

決定 

賃借権等を設定 

事業計画が要件に適合する場合に認定 

事業計画に従って設
定した賃借権等は、
農地法の特例 

Step ① Step ③ 
Step ② 

Step ④ 

認定 

  期間の定めのある農地の賃貸借については、都道府県
知事の許可※を受けた上で、期間満了の１年前から６月前
までの間に当事者が更新しない旨の通知をしない限り、従
前と同一の条件で更に賃貸借をしたものとみなされる（貸借
契約が更新される（農地法第17条））。 

〇 都市農地の貸借の円滑化のため、以下の措置を講ずる。（第４条） 

現 状 
都市住民に新鮮な農産物をもっ
と届けたいけど、所有者がなか
なか農地を貸してくれない 

※ 都道府県知事は、賃借人の信義則違反等、限られた
場合でなければ、許可をしてはならない。（農地法第18条） 

   農業従事者の減少・高齢化が進む中、都市における限られた貴重な資源である
都市農地（生産緑地地区※の区域内の農地）については、農地所有者以外の者で
あっても、意欲ある都市農業者等によって有効に活用されることが重要であり、その
ための貸借が円滑に行われる仕組みが必要。 

  都市農地の貸借の円滑化のための措置を講ずることにより、都市農地の有効な活
用を図り、都市農業の有する機能の発揮を通じて都市住民の生活の向上に資する 

課 題 

本法律案の目的 

制度創設の背景及び趣旨 

※ 生産緑地地区 

・ 原則30年間の開発行為の規制 
・ 30年経過後の10年ごとの延長制度（特定生産緑地） 

法定更新（農地法第17条）が適用されない 

農地法の特例 

  事業計画に基づく都市農地の活用終了後（賃貸借の期間終了後）には、都市農地が所有者に返還される。 

（第８条） 
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